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Ⅰ．要約

　研究目的：高齢化が進む中、世界保健機構が 2050 年までに全世界の 60 歳以上高齢者が 2.2 倍に増加すると報告されて
いる。日本では高齢者の割合が急速に増加し、生活の質を維持し、社会保障制度を持続可能なものとするためには、健康
寿命の延伸が求められている。介護予防には一次予防、二次予防、三次予防のアプローチがあり、特にフレイルと呼ばれ
る高齢者の「要介護と健常の中間」に焦点を当てた研究が行われている。今回、本研究の目的として身体的フレイルがど
のような要因と強く関連しているかについて研究を行う。
　対象・方法：研究方法として、大阪府貝塚市の高齢者 205 名を対象にヘルスチェックを行い、基本属性、身体計
測、身体機能評価、運動習慣などのデータを収集した。身体的フレイルの評価には J-CHS（Japanese	version	of	 the	
Cardiovascular	Health	Study）基準を使用した。J-CHS 基準 5 項目のうちひとつも該当しないものをロバスト、1 ～ 2 つ
該当する者を身体的プレフレイル、3 つ以上に該当した者を身体的フレイルに分類した。その後統計解析を行い、身体的
フレイルと関連する要因を検証した。
　結果：ロバスト 42.9％、身体的プレフレイル 54.1％、身体的フレイル 2.9％であった。身体的プレフレイル群ではロバ
スト群と比較して、身長・四肢骨格筋量が有意に低く、過去 1 年間の転倒歴の割合が高かった。また、身体的フレイル群
ではロバスト群と比較して、身長・主観的健康感・外出頻度が有意に低かった。身体的プレフレイルに関連する因子とし
て、四肢骨格筋量の低さと過去 1 年の転倒歴が特定された。四肢骨格筋量のオッズ比は 0.62、過去 1 年の転倒歴のオッズ
比は 2.69 であった。
　考察：身体的フレイルの有症率は、ロバスト42.9％、身体的プレフレイル54.1％、身体的フレイル2.9％であった。背景要因では、
身体的プレフレイル群ではロバスト群と比較して、身長・四肢骨格筋量が有意に低く、過去 1 年の転倒歴の割合が有意に高かっ
た。また、身体的フレイル群ではロバスト群と比較して、身長・主観的健康感・外出頻度が有意に低かった。また、身体的
プレフレイルの危険性を高める要因として、四肢骨格筋量と過去 1 年の転倒が有意な独立変数として、抽出された。本研究
より、身体的プレフレイルを特定することで過去の転倒発生率の高さも知ることができ、先行研究を支持する結果となった。

キーワード：身体的フレイル、転倒リスク、地域在住高齢者

Ⅱ．研究背景

　世界的にも高齢化が進んでおり、特にアジア圏は著明である。世界保健機構（WHO:	World	Health	Organization）は
2050 年までに全世界総人口で 60 歳以上高齢者が 2.2 倍となると報告しており、健康な高齢化（Health	ageing）を推進
している 1）。わが国においては、65 歳以上の高齢者の総人口に占める割合（高齢化率）は、1970 年には 7％、1994 年に
14％、2022年には29.0％に達し、世界に例を見ない速さで高齢化が進行している2）。このような人口構成の変化を示す中、「健
康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」と定義される健康寿命の延伸が求められている。男女とも
に健康寿命は平均寿命より短く、男性では約 9 年、女性では約 13 年もの間、日常生活が制限され、介護を要する状態となる。
したがって、健康寿命の延伸を目指すことが、超高齢社会である日本に課せられた喫緊の課題である 3）。
　介護予防は、「要介護状態の発生をできる限り防ぐ（遅らせる）こと、そして要介護状態にあってもその悪化をできる
限り防ぐこと、さらには軽減を目指すこと」と定義されており、その概念は一次予防、二次予防、三次予防の三段階に整
理されている。一次予防とは活動的な状態にある健常高齢者を対象に、活動性の維持・向上を図ることである。二次予防
とは要支援・要介護状態に陥るリスクが高い高齢者を早期発見し、予防することである。三次予防とは要支援・要介護高
齢者を対象に、要介護状態の改善や重度化を防止することである 4）。このように、高齢期では健康な状態を経て、身体機
能および身体活動が低下するフレイルの状態となり、日常生活動作に介助を要する要介護状態に陥る危険性が高い。それ
ぞれの段階に適した介護予防を実践するためには、要介護者となるリスクが高いフレイル者への対策が重要となる。
　フレイルの概念は、Phenotype	model と Defi	cit	accumulation	model が存在する。Phenotype	model（以下表現型）のフ
レイルは、2014 年に日本老年医学会がステートメントとして「高齢期に生理的予備能が低下することでストレスに対す
る脆弱性が亢進し、生活機能障害、要介護状態、死亡などの転帰に陥りやすい状態で、筋力低下により動作の俊敏性が失
われて転倒しやすくなるような身体的問題のみならず、認知機能障害やうつなどの精神・心理的問題、独居や経済的困窮
などの社会的問題を含む概念」と提案した 5）。広く知られているのは Fried の定義によるもので 1. 体重減少、2. 疲労感、3. 活
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動度の減少、4. 身体機能の減弱（歩行速度の低下）、5. 筋力の低下（握力の低下）の 5 項目中 3 項目以上が該当すればフ
レイルと判定するとしている 6）。Defi	cit	accumulation	model のフレイルは、カナダの Rockwood らはフレイルの臨床的
な介入法の選別、生命予後や施設入所を予測することを目的として、包括な因子（30 から 70 項目で症候、疾病、身体機
能障害、検査異常など）の存在をカウントし Frailty	index を計算することを提唱した 7）。さらに、フレイルに移行する前
の段階であるプレフレイルも存在する。フレイルは、身体機能障害や要介護状態に移行しやすく 8）、死亡または要介護の
発生リスクを 4.6 倍高めることが分かっている 9）。また、転倒発生の危険因子であり、転倒経験のない高齢女性における
転倒の予測因子となっている 10）。さらに、転倒の再発リスクを 2.4 倍高め、大腿骨骨折を受傷するリスクを 1.2 倍～ 1.4 倍
高めるとの報告もある 11）。転倒は、転倒に対しての恐怖や自信の喪失などの身体的な影響があり、身体機能や社会的相互
作用の低下に繋がる自己制限的な活動となる可能性がある 12）。医療費についても、フレイルでない者がフレイルへ移行す
ると、フレイル該当 3 項目で 54％、4・5 項目該当で 101％増加するとされている 13）。
　プレフレイルの段階であっても、死亡または要介護の発生リスクは 2.5 倍上昇する。興味深いことに、フレイルは可逆
性を有する特徴がある。フレイル高齢者に対する適切な介入によって身体機能や Activities	of	Daily	Living の向上、さら
にはフレイルからの脱却や機能障害発生の回避などが期待されている。70 歳以上の地域高齢者 754 人を対象とした 4 年
半の縦断研究において、プレフレイル状態からロバストへの移行率は 16.5％あったとの報告も見られる 11）-12）-14）。
　しかし、フレイルの予防や改善のための具体的な介入方法や介入効果について限定的である。したがって、フレイルに
おいて、早期の高リスク者の発見と介入を積極的に促進することにより、フレイルの予防や改善に向けたアプローチが健
康寿命のために重要と考えられる。フレイルは多側面からの包括的な評価が望まれるが、それらの評価指標や判定方法が
確立している状況には至っていない 15）。これらのことからも、身体的フレイルがどのような要因と強く関連しているかが
重要である。今回、本研究の目的として身体的フレイル有症者の傾向や要因について研究を行った。

Ⅲ．研究方法

1. 対象
　対象は大阪貝塚市にて行われたヘルスチェック事業で募集を行った。募集方法は、市報は町内会で配布、ポスティング
は各世帯に配布し、周知した際に申し込みはがきで自ら応募してきた貝塚市在住高齢者 249 名（男性 67 名、女性 182 名）
平均年齢 74.2 ± 6.8 歳とした。募集期間は 2022 年 7 月までとした。2022 年 8 月から 2022 年 9 月までの期間に大阪府貝塚
市内 3 ヶ所（市役所、山手地区公民館、浜手地区公民館）にて計 7 日間実施した。除外基準は、介護保険サービスを利用
している者、ペースメーカー使用者、65 歳未満、質問紙票未記入者とし、除外基準に該当した 42 名を除く 205 名（男性
56 名、女性 149 名）、平均年齢 75.4 ± 5.5 歳とした。（図 1）

2. 方法
　本研究は、ヘルスチェック事業における記述式調査および測定調査を実施し、横断研究を行った。
2-1. 測定項目
1）基本項目
　年齢、性別、独居の有無、慢性疾患の有無、教育歴、過去 1 年間の転倒の有無、主観的健康感、外出頻度、転倒恐怖感
の有無を自己記入式質問票より情報を得た。

2）身体計測・体組成
　身長、体重の実測値を用い、体重［㎏］÷身長［m］² の式により、BMI を算出した。身体計測として、身長は身長計
にて測定した。体組成は、生体電気インピーダンス測定装置 InBody-270（株式会社インボディ・ジャパン）を使用した。
靴を脱いだ状態で計測した。2 種類の周波数（20kHz,100kHz）で、5 つの部位別（右腕、左腕、体幹、右脚、左脚）を測
定した。四肢骨格筋量、骨格筋量指数 SMI（Skeletal	Muscle	Mass	Index= 四肢骨格筋量［㎏］÷身長［m］²）を算出した。
また、事前にペースメーカーを装着していないことを確認して行った。

3）身体機能評価
　握力は、デジタル握力計（グリップ D-TKK5401,（竹井機器工業社製））にて測定した。まず、対象者が握力計を持ち、リラッ
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クスした姿勢をとるように求めた。左右の上肢を体側に垂らした状態で握力計を握らせて計測した。0.1㎏単位で利き手の
最大努力で 1 回の測定値とした 16）。
　歩行速度は 2.4m 通常歩行速度（m/ 秒）の計測中は、普段どおりの速さで歩くように指示した。歩行路は 6.4m をとり、
そのうち前後の 2m に予備路を設けており、中央の 2.4m を計測路として用いた。なお、測定は 5 回とし、平均値を代表
値とした 17）。

4）運動習慣
　運動習慣として、「日常的な軽い運動・体操を 1 週間に何日くらいしていますか？」「定期的な運動・スポーツを 1 週
間に何日くらいしていますか？」をそれぞれ「毎日」、「5 ～ 6 日」、「2 ～ 4 日」、「1 日以下」、「運動・体操はしていない」
の 5 件法で聴取した。「毎日」、「5 ～ 6 日」、「2 ～ 4 日」、「1 日以下」を「運動習慣あり群」、「運動・体操はしていない」
を「運動習慣なし群」とした。

5）認知機能
　認知機能として ACE-R	（Addenbrooke’s	cognitive	examination-revised）を他の測定場所から隔離したスペースで検者
1 名からの質問に対し、被験者 1 名が答え、記述するといった方式で評価した。ACE-R は、認知症の早期発見やアルツハ
イマー型認知症と前頭側頭葉型認知症の鑑別に有用であることが報告されており 18）、「注意 / 見当識」、「記憶」、「流暢性」、

「言語」、「視空間認知」の 5 つの認知領域を複合的に評価する検査である。総得点は 100 点で、点数が高くなるほど認知
機能が良好であることを示ので、この合計点を使用した。

6）転倒歴
　過去 1 年間の転倒「あり」、「なし」を調査した 19）。

7）主観的健康感
　「非常に健康だと思う」、「健康な方だと思う」、「あまり健康ではない」、「健康でない」を調査し、「非常に健康だと思う」と「健
康な方だと思う」を「主観的健常感高群」、「あまり健康ではない」と「健康でない」を「主観的健康感低群」とした 20）。

8）外出頻度
　「1 日に 2 回以上」、「1 日に 1 回」、「2 日に 1 回」、「3 日に 1 回」、「4 日に 1 回」、「それ以下」を調査し、2 日に 1 回以上
外出している者を高頻度群、3 日に 1 回以下外出している者を低頻度と分類した 21）。

9）転倒恐怖感
　「全く怖くない」、「怖くない」、「やや怖い」、「大変怖い」を調査し、「全く怖くない」と「怖くない」を「転倒恐怖感高
群」、「やや怖い」と「大変怖い」を「転倒恐怖感低群」とした 22）。

2-2. フレイルの定義
　身体的フレイルの評価は、J-CHS 基準 23）を用いた。Fried らの表現型モデルを日本人向けに改良した評価基準であり、
意図せず体重減少は「6 ヶ月で 2 ～ 3㎏の体重減少あり：はい」、筋力低下は、「握力の低下（男性 28㎏未満、女性 18㎏未
満）」、疲労感は、「（ここ 2 週間）わけもなく疲れたような感じがする：はい」、歩行速度は、「通常歩行速度＜ 1.0m/ 秒」、
身体活動量は、「① 1 週間に 1 日以上軽い運動・体操をしていますか？② 1 週間に 1 日以上定期的な運動・スポーツをし
ていますか？：①②ともにいいえ」、を評価項目とし、これらが 3 項目以上該当した場合を身体的フレイルと判定するも
のである。本研究では、J-CHS 基準 5 項目のうち 1 つも該当しないものをロバスト、1 ～ 2 つ該当する者を身体的プレフ
レイル、3 つ以上に該当した者を身体的フレイルに分類した。

3. 統計解析
　統計解析は、身体的フレイルの群間比較での 3 群間において、基本属性について比較検討した。方法は、カテゴリー変
数に対してはχ² 検定を用い、連続変数に対しては一元配置分散分析を実施した。年齢・身長・体重・握力・歩行速度・
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四肢骨格筋量で等分散性を Levene 検定にて行った。その後、一元配置分散分析を行った。また、身体的フレイルの 3 群
と過去 1 年の転倒の有無の 2 群、主観的健康感の有無の 2 群、主観的健康感の有無の 2 群、外出頻度の有無の 2 群、転倒
恐怖感の有無の 2 群をカテゴリー変数としてχ² 検定を実施した。その後、身体的プレフレイルの有無を従属変数とし、
単変量解析により有意差が認められた項目を独立変数とし、ロジスティック回帰分析（強制代入法）を行った。統計解析
には SPSS	Statistics28（IBM 社製）を使用し、有意水準は 5％とした。

4. 倫理的配慮
　本研究の対象者には、研究参加前に研究目的、内容、個人情報の取り扱いなどについて口頭および書面にて説明した後、
書面による同意を得た。なお、本研究は大阪河﨑リハビリテーション大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した（22
－ 020）。
　本研究は、理学療法士免許を有した者、本学の理学療法学専攻の学生・教員、また、作業療法学専攻の学生・教員によ
り身体測定（5 分）・体組成（5 分）・身体機能評価（10 分）・認知機能評価（30 分）・自己記入式質問票（30 分）を実施した。

Ⅳ．結果

　研究参加者 249 名のうち、除外基準に該当した 42 名を除く、205 名で解析を実施した。ロバスト 88 名（42.9％）、身体
的プレフレイル 111 名（54.1％）、身体的フレイル 6 名（2.9％）であった。身体的プレフレイル群ではロバスト群と比較して、
身長・四肢骨格筋量・過去 1 年間の転倒歴が有意に低かった。また、身体的フレイル群ではロバスト群と比較して、身長・
主観的健康感・外出頻度が有意に低かった。（表 1）
　単変量解析において、有意差を認められたものを独立変数（教育歴、四肢骨格筋量、主観的健康感、過去 1 年の転倒歴）、
調整変数（性別、年齢）とし、身体的プレフレイルの有無を従属変数としたロジスティック回帰分析（強制投入法）を行っ
た結果，身体的プレフレイルに対する四肢骨格筋量のオッズ比は 0.62（95％信頼区間	0.46-0.83、p ＜ 0.05）・過去 1 年の転
倒歴のオッズ比は 2.69（95％信頼区間	1.34-5.42、p ＜	0.05）が独立関連因子であることが明らかとなった。（表 2）

Ⅴ．考察

　本研究は、地域在住高齢者の身体的フレイルの有症率とその背景要因を調査することを目的とした。調査の結果から、
ロバスト群 88 名（42.9％）、身体的プレフレイル群 111 名（54.1％）、身体的フレイル群 6 名（2.9％）であった。背景要因では、
身体的プレフレイル群ではロバスト群と比較して、身長・四肢骨格筋量が有意に低く、過去 1 年の転倒歴の割合が有意に
高かった。また、身体的フレイル群ではロバスト群と比較して、身長・主観的健康感・外出頻度が有意に低かった。また、
身体的プレフレイルの危険性を高める要因として、四肢骨格筋量と過去 1 年の転倒が有意な独立変数として、抽出された。
　本研究では、ロバストは 42.9％、身体的プレフレイルは 54.1％、身体的フレイルは 2.9％が該当した。Katayama らの国立社
会保障・人口問題研究所の 12,788 人の 60 歳以上の高齢者を対象とした横断研究の有症率はそれぞれロバスト 39.0％、身体的
プレフレイル 51.7％、身体的フレイル 9.3％であり、本研究は、先行研究と比べてロバスト群が多い傾向となった 24）。地域在住
高齢者における 1 年間での転倒発生率は約 20％程度と報告 25）されている。本研究では、27％と先行研究より多い傾向であった。
　Soh らの 70 歳から 84 歳までの 3,014 名の地域在住高齢者を対象に行われた横断研究では、年齢の高さと身体的フレイ
ルの有症率と関係があると報告されている 26）。他にも、65 歳以上の 7,439 名を対象に高齢者における身体的フレイルの
全国的な推定値を提供することを目指した研究では、身体的フレイル有病率は加齢に伴って急激に増加し、65 ～ 69 歳の
9% から 90 歳以上の 38% に増加したと報告されている 27）。本研究の対象者は、平均年齢 75.4 ± 5.5 歳と前期高齢者の割
合が高いため、年齢での有意差は見られなかったと考える。しかし、ロバスト群 75.0 歳、身体的プレフレイル群 75.5 歳、
身体的フレイル群 79.3 歳であり、身体的フレイル群はロバスト群に比べて +4.3 歳高い傾向にあった。
　後期高齢者の健診を受診した者の 171 名を対象に質問票内の各フレイルに該当する質問に関連する背景因子を調べた研
究では、身体的フレイルの該当者と非該当者の体重の有意な差はみられなかった 28）。また、70 歳～ 85 歳の地域在住高齢
者 357 名を対象に栄養状態と身体的フレイルリスクの関連性を調べた研究では、ロバスト、身体的フレイル間に BMI の
有意差が見られなかった 29）。しかし、フレイル高齢者においてはフレイルでない標準体重の回答者と比較すると、プレフ
レイル肥満の回答者は、フレイル過体重や肥満の回答者と同様に、機能制限の割合が減少することと関連するといった有
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益な場合もあるとの報告 30）がある。本研究でも、身体的フレイルと体重の有意な関連はみられなかった、先行研究と同
様に身体的フレイル群では体重が低い傾向であった。
　Brigola らの研究では、60 歳以上の地域在住高齢者の 667 名を対象に身体的フレイル群はロバスト群に比べ有意に
MMSE スコアが低く平均差が -5.2 点であるとの報告がある 31）。本研究 ACE-R の平均スコアはロバスト群 87.5 点、身体
的プレフレイル群 89.2 点、身体的フレイル群 90.7 点であり、身体的フレイル群がロバスト群よりも平均 +1.2 点であり先
行研究と異なる結果であった。
　Bowen らの 11,491 名を対象とした横断研究では、教育歴の平均値は、ロバスト群 13.3 年、身体的プレフレイル群 12.6 年、
身体的フレイル群 11.2 年であり、身体的フレイル群はロバスト群と比較して教育歴が低いと報告がある 29）。本研究にお
いて、ロバスト群の教育歴の平均値 13.1 年であり、身体的フレイル群の平均値 12.0 年であった、身体的フレイル群の方
が教育歴が低い傾向であったが有意な差はみられなかった。
　定期的な身体活動の維持はフレイルのレベル維持改善が関連していると報告があり 32）、社会参加の程度によっても異な
るとも報告がある 22）。本研究の対象者は、ポスティングにて来られており、地域社会への積極的な参加と健康への関心が
あり、先行研究と比較してロバスト群が多くなったと考えられる。
　Fhon らの研究では、身体的フレイル高齢者における過去の転倒率は身体的フレイル群では 6.7% から 44% の間であり
身体的プレフレイル群では 10.0% から 52.0% の間、ロバスト群では 7.6% から 90.4% の間であり、身体的フレイル群とロ
バスト群の変数間の関連性は、オッズ比 1.80	（95%CI	1.51-2.13）と報告がある 33）。本研究での身体的プレフレイルに対す
る過去 1 年の転倒歴のオッズ比は 2.69	（95%CI	1.34-5.42）であり、本研究と類似した結果となった。これらは、地域在住
の 65 歳高齢者 4,081 人の縦断研究では、同じ身体的プレフレイルであっても、歩行速度が遅い場合、要介護の発生リスク
が高いとの報告がある 34）。また、75 歳以上の地域に住む 140 名の高齢者を対象に歩行速度の低下は転倒と関連高いと報
告されている 35）。これらのことから、本研究においても身体的プレフレイルと転倒の関連があったと考えられる。
　身体的フレイル有症者に対しての運動の介入の必要性として 65 歳以上の 70 名の高齢女性参加者を対象に転倒歴のある
高齢女性において、転倒再発予防プログラムが筋力・持久力、バランス、心理的側面を効果的に改善することが報告され
ている 36）。このことからも、身体的プレフレイル有症者に対しての転倒再発予防プログラムなどの介入が必要と考える。
　本研究より、身体的プレフレイルを特定することで転倒リスクの高さも知ることができ、先行研究を支持する結果となっ
た。また、身体的プレフレイルと四肢骨格筋量の間に有意な関連がみられた。先行研究 37）でも高い握力と身体的フレイ
ルの低さの間に関連性があるとされている。握力が身体的フレイルの判断基準に含まれることから、四肢骨格筋量は重要
な要素となると考えられる。
　この研究にはいくつかの限界がある。第 1 に、本研究は横断的解析であったため、長期的変化による身体的フレイルや
転倒の有無の縦断的影響を評価することができなかった。今後、縦断的にも調査する必要がある。
　第 2 に自主的に申し込んだ参加者を対象としている。これは、参加者が自らヘルスチェックに来られる比較的健康な高
齢者であったため、身体的フレイル高齢者の数が少なくなり、身体的フレイル有病率の過小評価につながる可能性がある。
今後、地域を拡大し対象者を増やすことが重要であると考える。

Ⅵ．結論

　本研究での地域在住高齢者を対象とした身体的フレイル有症率は、ロバスト 88 名（42.9％）、身体的プレフレイル 111
名（54.1％）、身体的フレイル 6 名（2.9％）であった。身体的プレフレイル群ではロバスト群と比較して、身長・四肢骨
格筋量が有意に低く、過去 1 年の転倒歴の割合が有意に高かった。また、身体的フレイル群ではロバスト群と比較して、
身長・主観的健康感・外出頻度が有意に低かった。また、身体的プレフレイルの危険性を高める要因として、四肢骨格筋
量と過去 1 年の転倒が有意な独立関連因子として、抽出された。本研究より、身体的プレフレイルを特定することで過去
の転倒発生率の高さも知ることができ、先行研究を支持する結果となった。
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（図 1）解析対象者の抽出過程
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（表 1）対象者の基本属性  

 
 
1）：a)ロバストとプレフレイル間 ,ｂ）ロバストとフレイル間 ,ｃ）プレフレイルと
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平均値±標準偏差  
N.S：Not Significant 
ACE-R：Addenbrooke's cognitive examination-revised 
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（表 3）プレフレイルに関連する要因  
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（表 2）身体的フレイルとの関連  
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